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ごあいさつ

国立研究開発法人 国立環境研究所 理事長　渡辺 知保

　国立環境研究所では、毎年環境月間に合わせて、研究で得られた最新の知見

を広く一般の方に知っていただくために、公開シンポジウムを開催しています。

　近年は自然災害の甚大化などを含むグローバルな問題に加えて、身近な大気

環境や水環境においても各種の懸念が指摘され、環境における安心・安全に

ついて語られることが多くなってきました。私たちの将来を考えた時、それは

自然や社会の持続性をどのように担保するかという問題に突き当たります。自然

環境や社会環境は私たちの生活の基盤として保全・改善していく必要があります

が、それを取り巻く国際情勢や地球環境も大きく変化しようとしています。本

シンポジウムでは、このような現状を踏まえ、私たちの安心や安全をどのように

確保すれば良いのか、研究所の最近の成果をわかりやすく紹介し、様々な角度

から議論したいと考えています。多くの皆様のご参加を心よりお待ちいたします。



2

プログラム

※プログラムの内容は、一部変更となる場合があります。

ポスターセッションの要旨は9 ページより

ポスターセッション
（水・大気、気候変動、生態系、アジア、化学物質、健康、資源循環、災害など）

17:00 18:00～

休憩14:55 15:10～

開会挨拶 国立環境研究所理事長 渡辺 知保13:00 13:10～

閉会挨拶 国立環境研究所理事 原澤 英夫16:55 17:00～

①気候変動リスクにどう向き合うか
社会環境システム研究センター 高橋    潔

13:10 13:45～

② PM2.5等による大気汚染  －今後の対策に向けて－

地域環境研究センター 森野    悠
13:45 14:20～

③ 考えてみよう －資源を使うということ－

資源循環・廃棄物研究センター 中島 謙一
14:20 14:55～

④水環境における放射能汚染の現状と環境回復に向けた取組
福島支部 林    誠二

15:10 15:45～

深澤 圭太
⑤人が去ったそのあとに －無居住化集落から見える人口減少時代の自然環境－

生物・生態系環境研究センター

15:45 16:20～

金森 有子
⑥家庭からの環境負荷発生 －持続可能なライフスタイルに向けて－

社会環境システム研究センター

16:20 16:55～

ポスターセッション
（水・大気、気候変動、生態系、アジア、化学物質、健康、資源循環、災害など）

11:45 13:00～
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講  演

気候変動リスクにどう向き合うか

社会環境システム研究センター  高橋 潔

1

　「地球の気候が変わってきていると思いますか」と質問されて、「すごくそう思う」「そ

んな気がする」と答える人、少なくないのではないでしょうか。あるいは、「温暖化問

題の解決に向け、日々の生活を見直して、エネルギーの節約などに努めるべきと考え

ますか」という質問には、「簡単なことではないけど頑張らないといけない」と多くの

人が答えるはず。一方で、「あなたは気候の変化をどのくらいまでに抑えることが必要

と考えますか。それはなぜですか。」といった質問に対しては、答えに詰まる人が多そ

うです。なぜ、これらの質問、答えるのが難しいのでしょうか。

　国立環境研究所では、国内の大学・研究機関の影響予測や対策評価の専門家と共同で、地球規模の気

候変動リスクの管理戦略に関する研究を実施してきました。地球温暖化の進行を止めることができなかっ

た場合に世界の各地域でどのような影響が生じるのか、あるいは例えば2015年12月に世界各国が合意し

たパリ協定の掲げる2℃あるいは1.5℃の気候目標が達成された場合にはそれらの影響はどのくらい小さく

できるのか。一方、その気候目標の達成のためには、いつ頃どんな対策の実施が求められ、またその対策の

実現に向けてどのように社会を変えていく必要があるのか。こうした問いに対して科学的な見解を示すべく、

研究に取り組んできました。今回のシンポジウムでは、上記共同研究の成果をふまえ、「気候変動リスクにど

う向き合うか」について考えてみたいと思います。（下図は私たちの研究でのリスク管理の選択肢の検討手

順を示しています。Step1で気候目標を設定し、Step2で目標実現に必要な排出削減努力と、目標達成にも

関わらず残る気候変動リスクを論じ、さらにStep3ではその残された気候変動リスクへの対処について検

討しました。）

全球規模での気候変動リスクの管理戦略の検討手順
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講  演

PM2.5等による大気汚染  －今後の対策に向けて－

地域環境研究センター  森野 悠

2

　ここ十年以上にわたって、光化学スモッグや大気エアロゾル（微小粒子、PM2.5）の

高濃度現象が頻発するなど、大気汚染問題が懸念されています。

　日本においては、1960年代から1970年代にかけて工業地帯や道路沿道などに

おいて激甚な大気汚染が発生して、様々な健康被害が発生してきました。その後、法

整備やそれに伴う排出抑制対策によって、日本における大気汚染物質の排出は徐々

に抑えられてきています。一方、日本各地におけるオゾンやエアロゾルなどの大気濃

度は十分に下がらず、現在でも光化学オキシダントやPM2.5の環境基準達成率は低

いままです。これらの大気汚染問題の要因として、近隣諸国からの越境汚染の影響も重要ですが、国内の

発生源の影響もまだまだ残されております。特にPM2.5は化学組成や発生源が多様なため、その大気挙動

が複雑で、必要な対策も多岐にわたります。なかでも、数万種以上の有機化合物の集合体である有機エア

ロゾルは、発生源や生成過程に未解明な点が多く、対策に必要な情報が不足しております。

　国立環境研究所では、PM2.5の濃度抑制対策に向けて有機エアロゾルの排出過程・生成過程を解明する

ための研究を進めております。有機エアロゾルは、温度によってガス態にも粒子態にもなりうる半揮発性の

性質を持ちます。そのため燃焼発生源の高温条件下ではガス態で存在し、大気放出後に粒子態と変化する

状態変化を適切に理解する必要があります。また、大気中の化学反応によってガスから粒子が生成されま

すが、さらに粒子内での化学反応が有機エアロゾル生成に重要な寄与を持つことが明らかとなりつつあります。

当日は、PM2.5・有機エアロゾルの発生源解析や予測精度向上に向けた我々の取り組みを紹介いたします。

有機エアロゾルの化学成分とその生成過程の例
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講  演

考えてみよう －資源を使うということ－

資源循環・廃棄物研究センター  中島 謙一

3

　現在、私たちの世界では、世界人口の急増と共に、経済発展等に伴って、天然資源

の消費拡大、地球環境の劣化、更には、貧困と経済格差、不当な労働などを含めた

社会問題など多様な問題が顕在化しており、社会の持続可能性を高めるための転換

が喫緊の課題となっています。世界的にも地球環境問題の解決に向けた『持続可能

な資源管理』、より良き将来を実現するための『持続可能な開発目標（SDGs）』など

の議論が積極的に重ねられています。

　これに対して、私たちの研究プロジェクトでは、リサイクルや廃棄物処理を含めた

静脈サービスの繋がりを含めて、資源の利用に関わるサプライチェーン（繋がり）の構造や内在する諸問題（歪

み）の把握と可視化に取り組んでいます。私たちは、経済活動を営む上で、多種多様な「資源」を用いており、

その資源を利用するに際して、他者や地球環境と密接な「繋がり」を有しています。例えば、私たちが日頃か

ら口にしている米などの穀物は、農業生産者の方が生産した後、市場や販売業者など様々な人を介して食

卓に運ばれてきます。また、農業生産の際、植物の育成に必要とされる栄養塩（例えば、りん（P））は肥料な

どとして供給されますが、その肥料や原料となる化学製品の生産を介して、世界の国 と々繋がっています。

では、私たちが日々利用している自動車や家電製品、あるいは、電気はどうでしょうか？やはり同様に、サプ

ライチェーンを通じて、これらの製品やサービスの供給、あるいは、その原料の生産を介して、世界の国 と々

繋がっています。公開シンポジウムでは、研究成果を交えつつ、資源の利用に関わる「繋がり」を紐解いてい

きたいと思います。

持続可能性を強化するためのプロジェクトの主軸となる解析の概略



6

講  演

水環境における放射能汚染の現状と環境回復に向けた取組

福島支部  林 誠二

4

　2011年3月11日の東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所（以下、福島第一原

発）の事故から6年余りが経過しました。国立環境研究所では、福島の環境回復に向

けた取組として、河川流域へ大量に放出された放射性セシウムの動きを調べるため

野外調査を事故直後から実施しています。

　水環境中の放射性セシウムは、土の粒子に結合した「懸濁態」と水に溶けた状態の

「溶存態」に大別されますが、これまでの調査から大部分が懸濁態として河川等を移

動することが確認されています。ただし、大気経由で陸地に降り積もった量に比べて

その流出量は非常に小さく、特に汚染地域の大多数を占める森林域からの年間流出率は0.1％程度に過ぎ

ない状況です。一方で、ダム湖沼やため池等では、流入土砂とともに放射性セシウムが水底へ蓄積する傾向

が示されています。特にダム湖では、流入する懸濁態の放射性セシウムの90％以上が、ダムの放流調節によっ

て湖底に蓄積されることが分かりました。

　次に、溶存態の放射性セシウム濃度は、大部分の水域で飲料水基準（10Bq/L）を大きく下回っていますが、

高汚染森林域からは比較的高濃度（0.1～1Bq/L）の流出が継続しており、その下流にあるダム湖では夏季

に湖底からの溶出も確認されています（図参照）。

　また、河川やダム湖沼における水の濃度（Bq/L）に対する魚の濃度（Bq/kg湿重）の比（濃縮係数）が数百

から数千の値を示していることも分かりました。このため、いくつかの河川やダム湖沼における食用の魚に

ついて、出荷規制値（100Bq/kg湿重）を超過する状況が長期的に生じる可能性があり、今後、効果的な対

策の実施に向けた様々な取組が必要とされています。

太田川水系横川ダム湖（湖心）における溶存態セシウム137濃度
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講  演

人が去ったそのあとに 
－無居住化集落から見える人口減少時代の自然環境－

生物・生態系環境研究センター  深澤 圭太

5

　日本の人口は2010年頃から減少に転じており、2050年には全国の総人口が1億

人を下回ると予想されています。そして、現在住民がいる地域のうち、3-5割の面積

において住民が全くいなくなる（無居住化する）ことが危惧されています。無居住化や

それに伴う土地の管理放棄が広がれば、自然環境にも大きな変化が起こると考えら

れます。

　本講演では、広域・長期的な無居住化が自然環境に与える影響を明らかにするた

めの研究についてご紹介します。私たちの研究グループでは、福島第一原発事故の

避難指示に伴い無居住化した地域において哺乳類や鳥類、昆虫類等のモニタリングを実施しています。広

域で無居住化したこの地域においては、イノシシ等の中大型哺乳類が周辺より高い密度で生息していまし

た。捕獲作業をする人の減少や、農地跡の草地など餌場が増加したことが原因と思われます。周囲の人間の

生活圏と接する場所では、農作物被害や交通事故などが起こらないように対策が必要と考えられます。鳥

類や昆虫については、ウグイスや一部の小型ハナバチ類が多く確認された一方で、ツバメやクマバチのような

身近な種が少ない傾向がありました。人が不在となることや、それに伴う環境変化は、種によってプラスにも

マイナスにもなるようです。また、全国に存在している過去に無居住化した集落を対象として、長期間の無居

住化が景観や生物相に及ぼした影響についても研究しています。生息環境が多様なチョウ類について調べて

みたところ、人家周辺や農地に生息する身近なチョウ類や、近年減少が著しい草原性のチョウ類が無居住化

の負の影響を受けることがわかりました。今後しばらくの間、人口減少が続くことは人口学的に見て避けられ

ないため、その中で生物多様性の保全や人と野生動物の軋轢解消を効率化するための研究を進める必要が

あると考えています。

無居住化集落の学校跡。校庭であったと思われる場所には草が生い茂っている。
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講  演

家庭からの環境負荷発生 －持続可能なライフスタイルに向けて－

社会環境システム研究センター  金森 有子

6

　私たちは日々の生活に伴い、環境負荷を生み、排出しています。家庭からの環境

負荷の排出は、全ての人にとって身近な環境問題であるにもかかわらず、何をどれだ

け排出しているのか、どのように削減できるのかをはっきり認識している人はあまり

いません。このことが、家庭からの環境負荷排出量削減が困難である理由の一つです。

　そこでまず、家庭からの主な環境負荷、あるいは環境負荷に関係する項目として、

エネルギー消費及びCO2排出、家庭ごみ発生、水使用の状況とその傾向を概観し、

社会、経済、技術等の変化が上述の環境負荷の発生の増減に与えた影響を説明しま

す。次に特に近年地球温暖化問題との関連から注目されているエネルギー消費に伴うCO2排出量について

詳細に説明します。2015年に日本政府が国連に提出した約束草案の中で、国全体として2030年に2013

年比で温室効果ガスを26％排出削減するとしています。さらに部門別の削減目安も示されており、家庭部

門ではCO2排出量を39％削減することが期待されています。これは業務部門と並び極めて高い削減目標

です。たった15年ほど先に40％近い削減を達成するには、私たちの生活をどのように変える必要があるのか、

最新の研究成果から説明するとともに、今後の予想される社会の変化から削減目標の達成について懸念さ

れる事項も説明します。最後に環境負荷発生から話を広げて持続可能なライフスタイルについて説明します。

持続可能なライフスタイルになると、環境問題だけではなく、その他の私たちの生活を取り巻く多くの諸問

題を含む検討が必要です。環境問題との関連のある項目を中心に持続可能なライフスタイルの検討に必要

な事項を説明します。

家庭部門のCO2排出量の推移
1990年～2015年の排出量数値出典：GIO（温室効果ガスインベントリオフィス）
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ポスターセッション

干潟生態系における炭素貯留 

海底資源開発に伴う海洋生態系への影響評価手法の開発

琵琶湖の水環境と生物・生態系の保全・再生を目指して －琵琶湖分室の設置と今後の展望－

タイ・バンコクの下水処理が直面する課題とその解決に向けて

持続可能なアジア・世界に向けて －NIES・IGESの連携を通じて－

南アジアの水田でメタンを測る

地球温暖化を見える化する様々な方法（第4報）

北極域のブラックカーボンはどこから運ばれるのか？

PM2.5の発生源を明らかにするために －排出インベントリと大気質シミュレーションの構築－

PM2.5は大気中でどのように変化するのか？

私たちは化学物質をどういう経路で体にとりこんでいるのか

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） －何を調べているの？－

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） －詳細調査で何を調べているの？－

培養細胞を用いた環境汚染物質の毒性評価

MRIを利用した化学物質のヒト脳への影響評価を目指して

プラスチック中の臭素系難燃剤を迅速に判別する －使用済み電気製品のリサイクル推進に向けて－

捕獲鳥獣の適正かつ効率的な処理システムの構築 －生態系サービスに貢献する廃棄物研究とは－

中山間地域における災害復興のための環境創生研究 －福島県奥会津地域との連携－

熱処理プロセスにおける有害物質挙動を予測する －放射性セシウムを含めて－

写真で見る国立環境研究所

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.



10

ポスター

干潟生態系における炭素貯留 1

生物・生態系環境研究センター 矢部 徹、中村 方哉、加藤 あづさ、有田 康一、玉置 雅紀
（東京都環境科学研究所、兵庫県環境研究センター、三重県水産研究所との共同研究）



11

ポスター

海底資源開発に伴う海洋生態系への影響評価手法の開発2

生物・生態系環境研究センター 山口 晴代、河地 正伸／地域環境研究センター 越川 海、淵田 茂司／
環境リスク・健康研究センター 鑪迫 典久、山岸 隆博



12

ポスター

琵琶湖の水環境と生物・生態系の保全・再生を目指して
－琵琶湖分室の設置と今後の展望－3

琵琶湖分室 馬渕 浩司、霜鳥 孝一、今井 章雄、高村 健二、高村 典子 



13

ポスター

タイ・バンコクの下水処理が直面する課題とその解決に向けて4

地域環境研究センター 岡寺 智大、珠坪 一晃、小野寺 崇
（バンコク首都圏庁、モンクット王工科大学トンブリー校、カセサート大学との共同研究）



14

ポスター

持続可能なアジア・世界に向けて －NIES・IGESの連携を通じて－5

社会環境システム研究センター 藤野 純一
（（財）地球環境戦略研究機関、みずほ情報総研（株）、（株）E-konzal、立命館大学との共同研究）



15

ポスター

南アジアの水田でメタンを測る6

地球環境研究センター 寺尾 有希夫
（アリヤバータ観測科学研究所、ダッカ大学、奈良女子大学、農業環境技術研究所、千葉大学、

東京学芸大学、海洋研究開発機構、タミル・ナドゥ稲研究所、デリー大学、名古屋大学、東京大学との共同研究）



16

ポスター

地球温暖化を見える化する様々な方法（第４報）7

地球環境研究センター交流推進係 広兼 克憲
（協力：町田 敏暢、小熊 宏之、井手 玲子、野村 渉平、松永 恒雄、向井 人史、三枝 信子）



17

ポスター

北極域のブラックカーボンはどこから運ばれるのか？8

地球環境研究センター 池田 恒平、谷本 浩志、杉田 考史、秋吉 英治
（海洋研究開発機構との共同研究）
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ポスター

PM2.5の発生源を明らかにするために
－排出インベントリと大気質シミュレーションの構築－9

地域環境研究センター 茶谷 聡
（神戸大学、電力中央研究所、明星大学との共同研究）



19

ポスター

PM2.5は大気中でどのように変化するのか？10

環境計測研究センター 江波 進一



20

ポスター

私たちは化学物質をどういう経路で体にとりこんでいるのか11

環境リスク・健康研究センター 高木 麻衣、磯部 友彦、岩井 美幸、中山 祥嗣



21

ポスター

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）
－何を調べているの？－12

エコチル調査コアセンター 中山 祥嗣、須田 英子、磯部 友彦、岩井 美幸、小林 弥生、道川 武紘、山崎 新



22

ポスター

エコチル調査コアセンター 磯部 友彦、須田 英子、岩井 美幸、小林 弥生、道川 武紘、山崎 新、中山 祥嗣

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）
－詳細調査で何を調べているの？－13



23

ポスター

培養細胞を用いた環境汚染物質の毒性評価14

環境リスク・健康研究センター 伊藤 智彦、曽根 秀子
（大分県立看護科学大学との共同研究）



24

ポスター

MRIを利用した化学物質のヒト脳への影響評価を目指して15

環境計測研究センター／環境リスク・健康研究センター 渡邉 英宏、Tin Tin Win Shwe、高屋 展宏



25

ポスター

プラスチック中の臭素系難燃剤を迅速に判別する
－使用済み電気製品のリサイクル推進に向けて－16

資源循環・廃棄物研究センター 松神 秀徳、梶原 夏子



26

ポスター

捕獲鳥獣の適正かつ効率的な処理システムの構築
－生態系サービスに貢献する廃棄物研究とは－17

資源循環・廃棄物研究センター 鈴木 隆央、石垣 智基、山田 正人、大迫 政浩



27

ポスター

18

福島支部 中村 省吾、大場 真、戸川 卓哉、五味 馨／社会環境システム研究センター 根本 和宜

中山間地域における災害復興のための環境創生研究
－福島県奥会津地域との連携－



28

ポスター

熱処理プロセスにおける有害物質挙動を予測する
－放射性セシウムを含めて－19

福島支部／資源循環・廃棄物研究センター 由井 和子、倉持 秀敏、大迫 政浩



阿部 裕明

五味 馨

茶谷 聡

有賀 敏典

今藤 夏子

鶴田 慎二郎

磯部 友彦

近藤 美由紀

寺園 淳

今瀬 修

笹川 基樹

藤谷 雄二

久米 英行

志田 健治

向井 人史＊
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PROCEEDINGS OF PUBLIC SYMPOSIUM 2017, 
NATIONAL INSTITUTE FOR ENVIRONMENTAL STUDIES

　国立環境研究所では、毎年６月の環境月間にあわせて公開シンポジウムを

開催しています。

　また、４月と７月には、つくば本構で一般公開を行い、講演、パネル展示、

体験型イベントなどにより、環境問題についてわかりやすく説明します。

　今年の「夏の大公開」は7月22日（土）の予定です。「夏の大公開」の情報は、

国立環境研究所のホームページ（http://www.nies.go.jp/）で随時お知らせ

します。

お 知 ら せ



〒305-8506 茨城県つくば市小野川16-2

つくばエクスプレス「つくば駅」よりバス10分

JR常磐線「ひたち野うしく駅」よりバス13分

東京駅より高速バスで65分「つくばセンター」よりバス10分

※いずれも「環境研究所」バス停で下車

http://www.nies.go.jp/

kouhou0@nies.go.jp

企画部広報室　TEL.029-850-2309

：

：

：

：

：

所 在 地

交 通 アクセス

公式ホームページ

E - m a i l

お 問 い 合 せ

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における

「印刷」に係る判断の基準に従い、印刷用の紙へのリサイクル

に適した材料「Aランク」のみを用いて作製しています。
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